
様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        ものづくり・ＤＸ等推進事業補助金 

担 当 部 署 都市整備部 産業課 商工係 

担 当 者 名        原田、大久保 

補助対象 
 

町内に事業所を有する中小企業者等が実施する、新製品・新技術の開発、デジタル化への取

組、販路開拓、人材育成、産業財産権取得事業に対し、補助金を交付します。 

規 程 等 
 

ものづくり・ＤＸ等推進事業補助金交付要綱（案） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

補助対象事業 

（１）新製品・新技術開発着手事業 

   新製品・技術開発を実施する前の市場調査や原材料選定等の技術的課題の検討に係

る経費 
 

（２）新製品・新技術の開発事業 

 独自または他企業や大学等と連携して行う実用化の見込みのある新製品・新技術の試

作、調査、研究開発に係る経費 
 

（３）ＤＸ推進事業 

①デジタル化推進事業 

 ア デジタル技術を活用した経営戦略の設計やデジタル技術導入に伴うコンサルティン

グに係る経費 

 イ デジタル技術を活用した生産プロセス、業務プロセスの改善・見直し及び技術承継

の課題解決に係る経費に係る経費 
 

②IT ツール導入支援事業 

   IT ツールの導入による業務効率化、働き方改革、生産性向上、非接触型への転換等へ

の取り組みに係る経費 
 

（４）販路開拓支援事業 

   販路拡大を目的とした自社製品・技術等を広く周知・宣伝するための経費 

①オンラインも含めた見本市や展示会等の出展に係る経費 

②カタログ・パンフレット・動画等の作成に係る経費 

③ホームページ作成に係る経費 

④ＥＣサイトの作成に係る経費 
 

（５）人材育成支援事業 

 ①従業員の資質向上のために行う講習会等の開催又は参加に要する費用 

②資格取得に伴う費用 
 

（６）産業財産権取得事業 

特許、実用新案、意匠、商標など知的財産権の取得に係る費用（出願料、出願審査請求

料、弁理士費用、調査費用など） 



補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 

最先端技術の活用と多様な連携を推進するとともに、新製品・新技術の開発を促進し、イノベー

ションの創出及び産業の活性化を図ります。また、デジタル化への推進や販路開拓支援、人材育

成、産業財産権取得事業に対し支援を実施し、町内中小企業者等の経営力向上につなげま

す。 

補助金額及び補助割合 
 

（１）新製品・新技術開発着手事業      ２/３     上限１０万円 
 

（２）新製品・新技術の開発事業   独自：２/３以内 上限１００万円 

連携：２/３以内 上限１５０万円 

※審査会で内容を審査し、段階的に上限額を設けます。 

（３）ＤＸ推進事業 

①デジタル化推進事業 

ア  ２/３     上限２０万円 

イ  ２/３以内  上限１５０万円 

   ※審査会で内容を審査し、段階的に上限額を設けます。 
 

②IT ツール導入支援事業 ２/３  上限５万円 
 

（４）販路開拓支援事業    １/２  上限１０万円 
 

（５）人材育成支援事業     １/２  上限１０万円 
 

（６）産業財産権取得事業  １/２  上限１０万円 

 

実施期間 
 

令和４年４月１日から 

その他 
 

財源は、地域産業活力創出支援事業（区市町村の地域産業活性化計画事業に対する補助

事業補助金）【東京都】 
 

（１）要件事業のメニューに「多様な主体との連携により地域の産業力を強化する取組」と合

わせ「感染症や自然災害などの発生による社会経済活動の大きな変化や社会構造の変

革への対応」が含まれていること。 
 

（２）補助率   １/２ 
 

（３）支援期間  最長３年間 
 

（４）その他 

 ①区市町村は地域産業活性化計画を策定し、都の承認を受ける必要がある。 

 ②新規事業、又は既存事業のうち実施規模の拡大など拡充を十分に図った事業が対象。 

 

 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

補助金等名称        瑞穂町合併処理浄化槽設置事業補助金 

担 当 部 署 住民部  環境課  環境係 

担 当 者 名        山口 晃弘 

補助対象 
 

瑞穂町合併処理浄化槽設置事業補助金交付要綱 

第３条 町長の定める地域内において、専用住宅に処理対象人員５０人以下の合併処理浄化槽を

設置しようとする者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。 
２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者に対しては、補助金を交付しない。 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定に基づく確認又は浄化槽法

（昭和５８年法律第４３号）第５条第１項の規定に基づく設置の届出の審査を受けずに、合併

処理浄化槽を設置する者 

（２） 補助事業の期間内に合併処理浄化槽を設置することができない者 

（３） 販売の目的で、合併処理浄化槽付専用住宅を建築（改築を含む。以下同じ。）する者（以

下「建築者」という。）。ただし、居住の目的で、当該専用住宅を購入する者（以下「購入者」と

いう。）がいる場合は、購入者に代り、補助金交付の対象者となることができる。 

（４） 専用住宅を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

（５） 合併処理浄化槽の処理水の放流方法について、関係者の承諾又は同意を必要とする者

で、これらが得られない者 

（６） 「合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針」（平成４年１０月３０日付け厚生

省浄化槽対策室長通知）に適合しない構造の合併処理浄化槽を設置する者 

（７） 一般社団法人全国浄化槽団体連合会及びその会員である一般社団法人東京都浄化槽

協会で実施する「小型合併処理浄化槽機能保証制度」の対象になるものについては、同制度

に基づき保証登録されていない浄化槽を設置する者 

（平成９告示８７・一部改正） 

規 程 等 
 

瑞穂町補助金等交付規則 

瑞穂町合併処理浄化槽設置事業補助金交付要綱 

東京都浄化槽設置事業補助金交付要綱 

（国）浄化槽市町村整備推進事業実施要綱 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 

この要綱は、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、町長の定める地域内にお

いて、専用住宅に処理対象人員５０人以下の合併処理浄化槽を設置しようとする者に対して、設

置費用の一部を補助するものです。 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること）  
 

町では河川の水質汚濁を防止し、生活環境を保全するため、公共下水道整備を推進していると

ころですが、公共下水道が未整備の地域には、し尿のみを処理する単独処理浄化槽を使用してい

るご家庭があります。河川の水質を悪化させる大きな要因の１つが、洗濯、お風呂などで使われた

生活雑排水の流入によるものです。 

 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促し、公衆衛生の向上を図るため、合併処理

浄化槽の設置に対する補助を行う必要があります。 



補助金額 
 

補助金額については、瑞穂町合併処理浄化槽設置事業補助金交付に係る実施要領にて定め

ていますが、東京都浄化槽設置事業補助金交付に係る実施要領で定める基準額に合わせて以下

のように改めます。 
 

現行 

５人槽   ４４４，０００円 

６～７人槽   ４８６，０００円 

８～１０人槽   ５７６，０００円 

１１～２０人槽 １，０９２，０００円 

２１～３０人槽 １，８６０，０００円 

３１～５０人槽 ２，４９６，０００円 

宅内配管工事   ３００，０００円 

 

改正案 

５人槽   ３８４，０００円 

６～７人槽   ４６２，０００円 

８～１０人槽   ５８５，０００円 

１１～２０人槽 １，０９２，０００円 

２１～３０人槽 １，８６０，０００円 

３１～５０人槽 ２，４９６，０００円 

宅内配管工事   ３００，０００円 

 

※補助割合は市町村負担１／２、東京都助成１／２ 

 

実施期間 
 

 令和４年４月１日 

 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金 

担 当 部 署 福祉部 子育て応援課 保育・幼稚園係 

担 当 者 名        池田 朋代 

補助対象    
 

（１）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 

・対 象 者：特定教育・保育施設、特定地域型保育事業所等に勤務する職員（非常勤

職員を含み、法人役員を兼務する施設長を除きます。） 

・対象施設：町内にある認可保育所、認定こども園、小規模保育事業所、幼稚園 

計１２園 
 

（２）放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業 

・対 象 者：放課後児童クラブに勤務する職員（非常勤職員を含み、法人役員を兼務す

る施設長を除きます。） 

・対象施設：町内にある学童保育クラブ 計６カ所 

規 程 等   
 

・町：瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金交付要綱（案） 

・国：令和３年度保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要綱 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 

・実施主体：市区町村 
 

・内  容：令和４年２月から９月までの間、職員に対して３％程度の賃金改善を行う教育・保

育施設等に対して、必要な費用を補助 
 

・要  件：①令和４年２月から職員に対する賃金改善を実施すること 

②賃金改善に係る計画書を作成し、職員に周知すること 

③補助額は、職員の賃金改善及びそれに伴い増加する法定福利費等の事業主

負担分に全額充てること 

④賃金改善の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引き上

げにより改善をはかること 

⑤改善をはかる賃金項目以外の項目の水準を低下させていないこと 

⑥令和４年１０月以降、本事業により講じた賃金改善の水準を維持すること など 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 

新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線において働

く、保育士、幼稚園教諭等の処遇の改善のため、賃上げ効果が継続される取組を行うことを

前提として、令和４年２月から収入を３パーセント程度引き上げるための事業を実施する施

設に対し、補助金を交付する。 

補助金額 

（１）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 

・算定方法：①賃金改善部分 

補助基準額×年齢別平均利用児童数（見込）×事業実施月数 



②国家公務員給与改定対応部分 

補助基準額×年齢別平均利用児童数（見込）×事業実施月数 

※補助基準額とは、国から示された地域・定員・年齢区分ごとに分けられ

た金額です。 
 

（２）放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業 

・算定方法：補助基準額１１，０００円×賃金改善対象者数×事業実施月数 

補助割合 
 

国１０／１０ 

実施期間 
 

令和４年２月から令和４年９月まで 

その他 
 

・令和４年１０月以降の処遇改善に係る補助は、特定教育・保育施設等は公定価格で、放課

後児童支援員等は、子ども・子育て支援交付金で、財源が確保される見込です。 

 



 

 

   瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金交付要綱  

 

令和４年１月   日  

                     告 示 第  号 

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、新型コロナウイルス感染症への対応及び少子

高齢化への対応が重なる最前線において働く保育士、幼稚園教諭

等の処遇の改善のため、賃上げ効果が継続される取組を行うこと

を前提として、令和４年２月から収入を３パーセント程度引き上

げるための措置を実施する施設に対し、補助金を交付することを

目的とする。  

（対象施設）  

第２条  補助の対象となる施設（以下「補助対象施設」という。）は、

町の区域内に所在する次の各号のいずれかに該当する施設とする。 

（１）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設（町が

設置する施設を含む。）  

（２）法第２９条第３項第１号に規定する特定地域型保育事業所  

（３）法第３０条第１項第４号に規定する特例保育を実施する施設  

 （対象職員）  

第３条  補助の対象となる処遇改善を行う職員（以下「対象職員」  

という。）は、補助対象施設に勤務する職員（非常勤職員を含み、 

法人役員を兼務する施設長を除く。）とする。  

 （補助対象事業及び経費）  

第４条  町長は、処遇改善臨時特例事業（令和４年１月１４日付け

府子本第１８号内閣総理大臣通知別紙「令和３年度保育士等処遇

改善臨時特例交付金交付要綱（以下「国交付要綱」という。）」３

（１）の保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業をいう。以

下同じ。）を実施するための次に掲げる経費を予算の範囲内で交付

する。  

（１）令和４年２月から同年９月までの間、対象職員に対して３パ

ーセント程度（月額９，０００円程度）の賃金改善を行うため

○案  



 

 

に必要な経費（以下「賃金改善部分」という。）  

（２）令和３年人事院勧告に伴う国家公務員給与の改定内容が令和

４年度の公定価格に反映された場合に、それにより見込まれる

公定価格の減額分に対応するための経費（以下「国家公務員給

与改定対応部分」という。）  

 （補助要件）  

第５条  補助対象施設が補助を受けるためには、次に掲げる要件を

満たさなければならない。  

（１）原則として、令和４年２月から対象職員に対する賃金改善（雇

用形態、職種、勤続年数、職責等が処遇改善臨時特例事業の実

施年度と同等の条件の下で、処遇改善臨時特例事業の実施前に

適用されていた算定方法に基づく賃金水準を超えて、賃金を引

き上げることをいう。）を実施すること。  

（２）処遇改善臨時特例事業による賃金改善（国家公務員給与改定

対応部分への対応を含む。以下第３号及び第６号において同

じ。）に係る計画書を作成し、及び計画の具体的な内容を対象職

員に周知すること。  

（３）処遇改善臨時特例事業による補助額は、対象職員の賃金改善

及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担

分に全額充てること。ただし、法定福利費等の事業主負担分に

ついては、次の算式により算定した金額を標準とすること。  

＜算式＞  

「令和２年度における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷ 

「令和２年度における賃金の総額」×「賃金改善額」  

（４）処遇改善臨時特例事業による賃金改善が賃上げ効果の継続に

資するよう、最低でも賃金改善の合計額の３分の２以上は、基

本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を

図ること。ただし、給与規程の改定に時間を要するなど、やむ

を得ない場合は、令和４年２月分及び同年３月分については、

この限りでない。  

（５）処遇改善臨時特例事業により改善を行う賃金項目以外の賃金

項目（業績等に応じて変動するものを除く。）の水準を低下させ

ていないこと。  



 

 

（６）令和４年１０月以降においても、処遇改善臨時特例事業によ

り講じた賃金改善の水準を維持すること。  

（７）令和４年度の賃金に関する規程について、令和３年人事院勧

告を受けた国家公務員給与の改定に伴う公定価格の引下げに

かかわらず、当該引下げに係る分を賃金水準に反映していない

こと。  

（８）処遇改善臨時特例事業による賃金改善については、公定価格

における処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱにおける賃

金改善額及び支払賃金には含めないこと。  

 （補助金の額）  

第６条  補助金の額は、次により算定された額とする。  

（１）別表１種目の欄に定める種目ごとに、同表２基準額の欄に定

める基準額と同表３対象経費の欄に定める対象経費の実支出

額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の

収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。  

（２）前号により算定された額に別表４補助率の欄に定める補助率

を乗じて得た額を補助金の額とする。  

 （交付申請）  

第７条  処遇改善臨時特例事業を実施しようとする補助対象施設の

運営を行う者（以下「補助対象事業者」という。）は、町長が指

定する日までに、瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金交

付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に申請

するものとする。  

（１）年齢別平均利用児童数（見込み）及び交付額算定表（様式第

１号付表）  

（２）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業賃金改善計画書

（令和３年１２月２３日付け府子本第１２０３号内閣府子ど

も・子育て本部統括官通知別紙「保育士・幼稚園教諭等処遇改

善臨時特例事業実施要綱（以下「国実施要綱」という。）」別紙

様式１）  

（３）賃金改善内訳（職員別内訳）（国実施要綱別紙様式１別添１） 

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの  

 （交付決定）  



 

 

第８条  町長は、前条に規定する申請があったときは、その適否を

審査し、補助金を交付することを適当と認めるときは瑞穂町保育

士等処遇改善臨時特例事業補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不適当と認めるときは瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例

事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、補助対象事

業者に通知する。  

 （交付請求）  

第９条  前条に規定する補助金の交付の決定（以下「交付決定」と

いう。）を受けた補助対象事業者（以下「補助事業者」という。）

は、瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金交付請求書（様

式第４号）により、町長に当該補助金を請求するものとする。  

 （補助金の交付）  

第１０条  町長は、前条の規定による請求があったときは、補助金

を補助事業者に交付するものとする。  

（実績報告）  

第１１条  補助事業者は、当該年度の処遇改善臨時特例事業完了後、

速やかに、瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金実績報告

書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなけ

ればならない。  

（１）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業賃金改善実績報

告書（国実施要綱別紙様式２）  

（２）賃金改善内訳（職員別内訳）（国実施要綱別紙様式２別添１） 

（３）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第５

号別紙）  

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの  

（交付額の確定）  

第１２条  町長は、前条に規定する実績報告を受けた場合において、

その内容を審査し、当該報告に係る処遇改善臨時特例事業の成果

が交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金

の額を確定し、瑞穂町保育士等処遇改善臨時特例事業補助金額確

定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとす

る。  

 （事故報告等）  



 

 

第１３条  補助事業者は、処遇改善臨時特例事業が予定期間内に完

了しないとき、又は処遇改善臨時特例事業の遂行が困難になった

ときは、速やかに町長に報告し、その指示を受けるものとする。  

 （交付決定の取消し）  

第１４条  町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したと

きは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

（２）補助金を処遇改善臨時特例事業以外の目的に使用したとき。  

（３）賃金改善の内容が第５条に規定する補助要件を満たさないこ

とが確認されたとき。  

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が不適当と認めるとき。  

 （返還）  

第１５条  町長は、前条の規定により交付決定の全部又は一部を取

り消したときは、補助金の全部又は一部を返還させることができ

る。  

２  町長は、実績額を超える補助金が交付されているときは、期限

を定め、その超える部分について返還させることができる。  

（帳簿及び関係書類の整理及び保管）  

第１６条  補助事業者は、処遇改善臨時特例事業に係る収入及び支

出を記載した帳簿その他の関係書類を当該事業の属する年度終了

後５年間保管しなければならない。  

 （補則）  

第１７条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必

要な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）

に定めるところによる。  

 

   附  則  

この告示は、令和４年２月１日から施行する。  

 

 

 

 

 



 

 

別表（第６条関係）  

１種目  ２基準額  ３対象経費  
４補

助率  

賃金改

善部分  

国で定める補助基準額  

×年齢別平均利用児童数（見込み） 

×事業実施月数  

処遇改善臨

時特例事業

の実施に必

要な経費  

１０

／  

１０  

国家公

務員給

与改定

対応部

分  

国で定める補助基準額  

×年齢別平均利用児童数（見込み） 

×事業実施月数  

 備考  

  １  「国で定める補助基準額」とは、国交付要綱別紙１（補助

基準額）賃金改善部分の欄及び国家公務員給与改定対応部分

の欄に定める額をいい、補助基準額の適用については、特定

教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、

特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要

する費用の額の算定に関する基準等（平成２７年内閣府告示

第４９号）の適用方法に準ずる。  

  ２  基準額は、施設・事業所ごとに、賃金改善部分、国家公務

員給与改定対応部分につきそれぞれ２基準額の欄に掲げる算

式により算出された額の合計額とする。  

３  令和３年度において、「年齢別平均利用児童数（見込み）」

とは、令和３年度における各月初日の利用児童数（広域利用

の児童数を含む。）の総数を１２で除して得た数をいう。この

場合において、算出に当たっては、交付申請時の該当月まで

は実績値とし、交付申請時の翌月以降は推計値とする。ただ

し、推計値の算出に当たっては、過去の実績等を勘案し、実

態に沿ったものとする。  

  ４  事業実施月数は、令和４年２月からの賃金改善部分、令和

４年４月からの国家公務員給与改定部分ごとの実施月数によ



 

 

る。  

５  賃金改善部分に限り、同一の設置者・事業者が運営する他

の教育・保育施設等における賃金改善に充てることができる。

この場合において、第７条の交付申請においては同一事業者

内における拠出見込額・受入見込額一覧表（国実施要綱別紙

様式１別添２）を、第１１条の実績報告においては同一事業

者内における拠出実績額・受入実績額一覧表（国実施要綱別

紙様式２別添２）を提出しなければならない。  

 



補助金等の創設に係る審査書 

補助金等名称        瑞穂町キャッシュレス決済ポイント還元事業 

担 当 部 署 都市整備部 産業課 商工係 

補助対象、事業概要及び実績等 

町内の中小店舗においてＱＲコードを用いたスマートフォン決済による買い物等をした際に、

還元率３０％のポイントを付与する以下のキャンペーンを実施しました。 
 

（１）期  間    令和３年１２月１日～１２月３１日の 1か月間（期間終了） 

（２）還 元 率    ３０％ 

（３）付与上限    １決済あたり３，０００円、期間中１０，０００円 

【例１】５，０００円の買い物をすると１，５００円（還元率３０％）を付与 

【例２】２０，０００円の買い物をすると、還元率３０％が付与上限３，０００円 

を超えるため３，０００円を付与 

（４）ポイント還元額 ２１，４０１，１１９円 

（５）対象店舗    １４０店舗  

参加を希望する町内中小店舗（コンビニエンスストア、ドラッグストア、フランチャイズチ

ェーン店は除く） 

（６）参加促進    キャッシュレス決済に対する理解を深め、不安を解消し、本事 

業への参加を動機付けるために、事業実施に合わせて店舗及び住民を対象としたスマー

トフォンやキャッシュレス決済に関するセミナーを実施しました。 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 

国は、キャッシュレス・ビジョンを策定し日本のキャッシュレス決済の方向性や方策を取りまと

めるとともに、成長戦略フォローアップにおいて２６．８％のキャッシュレス決済比率（２０１９年）を

２０２５年６月までに４割程度とすることを目標としています。また、東京都は、東京都生活応援事

業を実施し、デジタルの力を活用した地域経済の活性化に向けた取組を行う区市町村を支援す

るとしています。また、東京都は、東京都生活応援事業を実施し、デジタルの力を活用した地域

経済の活性化に向けた取組を行う区市町村を支援するとしています。 

決済の迅速化・効率化及びコロナ禍における非接触化に有効であるキャッシュレス決済の普

及促進にあたっては、店舗や消費者の理解、高齢者のデジタル・デバイドなどの課題があり、キャ

ッシュレス決済移行への動機付けが必要です。 

このような状況において町のデジタル化促進に向けて、ＱＲコードを用いたスマートフォン決済

を活用したポイント還元事業を実施し、本事業を契機に店舗、住民ともに「キャッシュレス決済を

“やってみよう”」につなげるため、事業を行いました。 
 

補助割合（予算） 

【歳出】 

①６―１―２商工業振興費―１２委託料―１２その他委託料 

０４キャッシュレス決済ポイント還元事業委託料  ３３，０３７，０００円 

うちポイント還元分 ３０，０００，０００円 

                 事務費分     ３，０３７，０００円 

②６―１―２商工業振興費―１１役務費―０１通信運搬費 

（アンケート郵送代）４２，０００円 

【歳入】 

①東京都生活応援事業事業費補助金         ２２，５００，０００円 

（ポイント還元分の３／４） 

②東京都生活応援事業事務費補助金          ２，０００，０００円 



（報告事項）キャッシュレス決済ポイント還元事業　資料

対象期間

ＰａｙＰａｙボーナス付与総額

販売総額

カテゴリ名 サブカテゴリ名 ボーナス付与額

サービス 理容・美容 ¥418,378

サービス 自動車整備・各種修理 ¥354,609

サービス その他 ¥222,910

医療・保険・公共サービス 施術所（鍼灸院、治療院、接骨院・整骨院） ¥358,153

各種小売 食品スーパー ¥15,260,264

各種小売 花・植木・農耕具・ペット ¥574,389

各種小売 食品販売店 ¥467,492

各種小売 製剤薬局 ¥134,151

各種小売 リサイクル・中古品 ¥99,895

各種小売 書籍・文具・楽器・スポーツ・自転車・おもちゃ・ＣＤ ¥89,062

各種小売 家電・家具・寝具・キッチン用品 ¥21,765

各種小売 その他 ¥1,811,994

飲食 飲食店・喫茶店 ¥1,146,671

飲食 居酒屋・パブ・バー ¥441,386

21,401,119

２０２１年１２月１日～２０２１年１２月３１日

¥21,401,119

¥71,337,063



（報告事項）キャッシュレス決済ポイント還元事業　資料

キャッシュレス決済ポイント還元事業におけるＱＲコード決済の方法

１　店舗と消費者の必要な環境

２　ＱＲコード決済の方法

手順② 手順③

３　決済後の流れ

  ①消費者 後日、還元率３０％のポイント（電子マネー）が付与されます。（付与上限１決済あたり3,000円、期間中10,000円）

  ②店舗 後日、決済事業者から指定した口座に、決済金額から決済手数料（3％前後）を引かれた代金が入金されます。

手順①

QR

店舗は、配付されたQRコードの台紙を設置し

ます。

消費者は、QRコード決済アプリをダウンロー

ドしたスマートフォンが必要です。

スマートフォンにＱＲコード決済

アプリをダウンロードする。

銀行口座やコンビニのATM、クレジッ

トカードから残高をチャージする。

店舗でＱＲコードを読み取り、

金額を入力して支払い。

10,000円〇〇

PAY

〇〇PAY

1234 1234 1234

￥
＋


